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第３章　熊本青年師範学校

　１９２０（大正９）年４月の前身である「農業補習学校教員養成所」の開所から１９５１（昭和２６）
年３月の閉校までの熊本青年師範学校の３１年間の学校史を発足と教育制度拡充期の１６年
間、戦時下の学校の９年間、戦後の教育改革と学校の６年間の３期に分けて記述する。
　

　第１節　発足と教育制度拡充期

　我が国の明治以来の教育制度のうち実業教育が国策として推進される中で、「実業補習
学校」及び「青年訓練所」の育成充実のために教員養成のための教育機関の設置が急務で
あった。
　実業補習学校制度は１８９３（明治２６）年に発足したもので、初等教育修了者に対して実務
に従事させるかたわら、普通教育の補習と農工商の実業に関する教育を与えるものであっ
た。
　翌１８９４（明治２７）年６月には「実業教育国庫補助」が制定され増設拡充された。特に第１
次世界大戦後は青少年の教育に重点が置かれ、実業補習学校規定も事態に即応すべく改正
されて職業教育と公民教育が重視されるようになった１。
　１８９０（明治２３）年公布の小学校令には小学校の種類として徒弟学校と実業補習学校が挙
げられていたが、１８９３（明治２６）年に定められた規定では、尋常小学校卒業生を対象とす
る速成的かつ程度の低いものであった。本県はこの実業補習学校の設置を各郡に奨励し、
１８９４年に２校、１８９８（明治３１）年には１５校が設立された。しかし、普及の程度は不十分で、
これらの学校の多くが農業補習学校であり、実業学校として農業学校が設置される以前に
程度の低い農業教育が施されていた２。
　実業補習学校に関する規定は当時の事情に応じた極めて簡単なもので、規制も緩く施設
上準拠する点もほとんど明示されていない状態であった。
　そのため１９２０（大正９）年１２月に規定が大きく改正され、学校の趣旨、教育課程、内容
的設備とこれに関係する専任教員の配置が明示されるなどの整備がなされた３。従来は小
学校との兼任であった教員をできるだけ専任とする方針が立てられ、道府県は文部省の認
可を得て教員養成所を設置することになった。
　これを受け熊本県は、１９２０年３月に県告示第１０８号として「熊本農業教員養成所規程」
を制定し、同年４月に県立熊本農業学校（飽託郡出水村今村）に教員養成所を附設した。
　第１回生は各郡市長の推薦を受けた１８名で、同年１０月２１日に入所式を挙行し、翌日から
始業を開始した４。
　翌１９２１（大正１０）年４月には県令第３７号をもって諸規程を改正し、名称を「熊本県立農
業補習学校教員養成所」に改めた。これは前年１０月３０日に勅令第５２１号として「実業補習
学校教員養成所令」が、１２月に同施行細則が公布されたことを受けたものである。
　養成所は補習学校の主任職員の養成を目的とするもので、入学資格者を小学校本科、尋
常科正教員の免許を有する者、修業年限１年として毎年１学級４０名を募集した。また、職
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員設置のための県費助成等が実施されるなど以後教員養成の実をあげていった。県令第３７
号をもって新たに定められた学則中の主な条文は次のとおりである５。

第一条　本所ハ農業補習学校教員ヲ養成スルヲ以テ目的トスル
第二条　本所ハ熊本県立熊本農業学校ニ設置スル
第三条　修業年限ハ一箇年トス
第四条　生徒定員四十名以内トス
第八条　学科目課程及毎週教授時数ヲ定ムルコト次ノ如シ、但シ実習ノ繁閑ニ応ジテ所定ノ

時数ヲ増減スルコトアルベシ
　　　　（学科目）修身、教育、法制、経済、社会学、博物、土壌肥料、作物、畜産、養蚕、

牧畜
　　　　（実習実験）無定時
　　　　（以下略）

　その後、１９２２（大正１１）年３月県令第２０号及び翌１９２３（大正１２）年３月県令第８号をもっ
て学科課程の一部と入学資格についての規定が改正され、内容の充実が図られた。
　１９２６（大正１５）年４月には施設の拡張を行い教室（２０坪）を新設した。また、養成所生徒
の教育実習に充てるため同月より隣村（飽託郡健軍村）の公民学校を代用附属校に指定、更
にこの公民学校の別科として１９２８（昭和３）年７月に設立した附属高等学校（補習学校修業
以上の者を対象に農村経営の根本を教育する学校で、全員寄宿舎生活で修業年限は１年であっ
た）も教育実習の場とした。
　一方、１９２６（大正１５）４月、勤労青少年に対する教育機関として「青年訓練所」の省令、
規程が公布された。勤労青年の教育機関としては明治以来、実業補習学校制度が農業・水
産業部門で教育効果をあげていたが、第１次世界大戦以降の国際情勢等から青年教育の強
化拡張が要請されていた。またこの２年前の加藤高明内閣の時代に諮問を受けていた文政
審議会は青年教育について次のように答申を行っていた。

二十歳即ち成年に達するまでの青年大衆に対し、その業務の余暇を利用して、之に職業的並
びに公民的教育を施す機関を設け、且つ心身鍛錬のため教練を課することを特色とする６

　青年訓練所の教育内容としては教練（軍事）、普通学科（国・数・歴・地理・理科等）、職
業科（農工商業等）があり、修業期間は４年、入所者は１６歳から２０歳までの男子であった。
修了者は、特科兵を除く軍隊の在営期間が概ね半年間短縮される特典もあり、全国で
１万５，５００校が開設された。青年訓練所の青年教育機関としての実業補習学校との関係に
ついて、文部省訓令では次のように述べていた７。

　青年の心身を鍛練して健全なる国民、善良なる公民たる資質を涵養するは、我が国内外の
情勢に鑑み頗る緊切なるを覚ゆ。然るに現下青年教育の施設は逐次発達の趨勢にありと雖、
尚未だ充分ならざるものあり。これ今回青年訓練の制を定め一般青年にたいして適切なる訓
練を行なはんとする所以なり。（中略）
　其の区域内の公立実業補習学校に在学し且当該学校の課程にして青年訓練所の課程と同等
以上なる場合は、当該学校またはこれを以て青年訓練所に充つることを得しめ、また現に学
校の在学者も青年訓練所の訓練を受くる者と看倣することとなしたるが故に、本施設は寧ろ
実業補習教育を補充促進すべきものたり。（以下略）
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　１９２８（昭和３）年９月２１日の県令第６４号により、熊本県立農業補習学校教育養成所の修業
年限や生徒数定員などが次のように改められた５。
　　・修業年限ハ二ケ年、生徒定員ハ８０名以内トスル
　　・学科目課程及教授時数ハ次ノ表ノ通リトスル
　　　　　（概要）二学期制　１年週３３時間、２年週３２時間

学科目‥修身、国語、公民、歴史、教育、農村社会学、農林数学、農芸化学、作物
生理、農業昆虫、実験遺伝、地質学、土壌学、肥料学、農用工学、作物及園芸、植
物病理学、畜産学、養蚕、林学、農産製造学、水産、農業経済、農政学、農業地理
及郷土地誌、農村衛生学、教練及び体操、武道及競技

　　　・実習ハ教育実習、農業実習、水産実習
　　　・第二学年二学期ニハ、週１３時間ノ専攻科目（５）ヲ履修８

　当時の養成所は、附設された関係上から所長には熊本農業学校長が就き、職員も専任以
外は農業学校の職員の兼務で、学級数１、専任職員２名、兼任１７名、生徒数１３名（1928年
度）で運営された。施設・設備も次第に拡充され、１９２６（大正１５）年度に教室１、１９２８（昭
和３）年度に教室２と職員室１を新築したが、校舎・実習地・教授用具等は農業学校の施
設をそのまま供用であった。実習地は、特別会計の小作経営により３，７５０坪を有していた。
　養成所の開所以来１０年の教育活動について、熊本大学教育学部・同窓会の『創立百周年
記念誌』では次のように述べている８。

（生徒教養の状況）本所の生徒は他日農村教育者として重要な位置につくものであるから、こ
れが訓育については特に農民的精神の培養に努め、農業労働を尊重し、共同自治の精神を涵
養し、農事改良に対する態度を養成し、一面においては生徒に対して相当の自由を認め、人
格尊重の念を喚起し自重の精神を養成することに留意している。
　生徒の学業の進歩は敢えて諸学校と違うことはないが、殊にこの学校の生徒は入学前に多
く教職に従事し、且一ケ年或は二ケ年修業の後は直ちに農村に帰り青年処女の指導者たるべ
き者であるから、短期間における学習と実習について勤勉でその成績も概して良好であっ
た。（以下略）

　なお、実習を重視しての教育実践には農業実習と教育実習があり、農業実習では生徒の
協同作業や生徒企画の自治活動等で技術の習熟とともに労働尊重の精神の養成が図られ
た。教育実習では附属公民学校に宿泊しての農村体験の中で補習教育、職業教育、社会教
育の体験学習が行われた。卒業後は大多数が補習学校の専任教員となって就職するなど、
当該町村の青年層の指導強化に成果をあげた（1920年から1928年までの卒業生数２５２名中補習
学校に着任した者は２３１名）。
　１９３１（昭和６）年３月１７日、昭和３年９月県令第６４号以来の学則を変更して、「熊本県立
実業補習学校教員養成所」改めた。翌１９３２（昭和７）年４月には６ヵ年の代用附属指定で
あった健軍農業公民学校を田迎農業公民学校（飽託郡田迎村、1935年４月１日に田迎青年学
校と改称）に移転した。同校は以後１９４４（昭和１９）年までの１２年間、代用附属校として教育
実践の場となった。
　１９３５（昭和１０）年３月勅令第４１号で公布された「青年学校令」に基づき文部省令第４号と
して青年学校規定が制定され、同年４月１日から青年学校制度が発足した。この社会的背
景には１９３１（昭和６）年以降の不況による地方財政の窮迫と国庫補助軽減の目的があり、
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青少年の実業教育の合理化のためにも実業補習学校（男女青年対象）と青年訓練所（男子青
年対象）の合併が実施されたものである。本県では、１９35（昭和１０）年９月２６日熊本県訓令
第５５号として「青年学校令及び青年学校規定、制度の趣旨並びに実施上の注意事項」が公
布された。その訓令前文では制度の発足について次のように述べていた９。

今般、勅令第４１号ヲ以テ青年学校令ヲ、文部省令第４号ヲ以テ青年学校規定ヲ制定セラレ、
更ニ文部省訓令第２号ヲ以テ該制度制定ノ要旨及施行上ノ注意事項ヲ示サレタリ
蓋シ、青年学校制度ノ新設ハ時代ノ趨勢ニ鑑ミ、従前ノ実業補習学校及ビ青年訓練所ヲ統合
シテ之ヲ単一ノ青年教育ヲ一巻ト為シ、其ノ施設経営ノ努力ヲ一ニ集中シ、以テ我ガ青年教
育ノ進展ヲ期セントスル趣旨ニ出ズルモノナリ（以下略）

　また、青年学校の本旨に関する事項（設置趣旨）を次のように述べていた１０。

斯教育ノ本旨ハ従前ノ実業補習学校及ビ青年訓練所ノ特質ヲ融合シテ心身ノ鍛練ト特性ノ涵
養ト職業ソノ他実際生活ニ肝要スル智識技能ノ習得ヲ主眼トシテ教授及訓練ヲナシ、以テ健
全ナル国民、善良有為ナル公民タルノ素地ヲ育成スルニアリ

　また青年学校制度の施行とともに同日付勅令第４７号「青年学校教員養成所令」及び文部
省令第６号の同規定が公布されたことに伴い、校名が「熊本県立青年学校教員養成所」と
改称され、学則も改められた。
　県下における青年学校の新発足は、養成所の教育課程等にも影響を与えることとなっ
た。当時の青年学校２校についての設置状況等は次のとおりであった。

一、豊野村（下益城郡）１１

　青年学校の創設‥強健な下級兵士の養成がいそがれ、地方の財政負担の軽減とも関連
して実業補習学校と青年訓練所が整理統合されて昭和１０年４月青年学校が創設された。
　小学校修了後の勤労青少年を対象とし、普通科二年・本科五年（女子三年）・研究科一
年などがおかれた。普通科には尋常小学校卒業者、本科には普通科修了者・高等小学校
卒業者、研究科には本科卒業者を入学させた。科目は、普通科では修身、公民科、普通
学科、職業科、訓練（体操科）、女子にはこれに家事、裁縫科が加わる。本科になると男
子の訓練は教練となり、女子に新しく訓練（体操科）が加えられた。
　豊野村では昭和１０年６月１日、南北両青年訓練所が廃止され、南北の中等公民学校は
校則を変更して「青年学校」となった。建物の新築工事は昭和１１年度におこなわれた。
　昭和１２年には、（教練用）の銃器として小銃６０・機関銃２・瓦斯爆発銃１・銃掃除台１・
その他附属品がそなえられたことが村議会議事録に見えている。このあたりに青年学校
の性格の一端が良くあらわれている。

二、長洲町（玉名郡）１２

　昭和１０年４月開校、二年後の１４年から義務化が施行され、小学校卒業後の青少年に対
して、普通科２年、本科５年の計７年間戦時体制下の教育と訓練の機会を提供するため
の制度が確立した。生徒達の服装も軍人に準じ、執銃教練、野外演習等の軍事教育を重
視し毎年、連隊司令部（軍）の査閲が行われ、働く青少年のための実習補修機関として
出発した。青年学校は緊迫する社会情勢を反映して、軍隊強化の一翼をになっていくこ
とになった。かくして国防と産業と教育の三位一体に青少年勤労者が重要な位置を占
め、高度国防国家の建設に立たされた。
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　第２節　戦時下の学校―養成所から師範学校へ

１　熊本県立青年学校教員養成所から熊本青年師範学校へ
　昭和に入ると、国際関係をはじめ国内の政治経済の趨勢が教育理念や教学思想に与える
影響が深まり、教学全般への統制が樹立していった。１９３５（昭和１０）年１１月、文政審議会
（大正１３年４月設置）が廃止され、教学統制の具体的方策を樹立する機関として教学刷新評
議会が設けられた。
　この評議会は、文部大臣の「我ガ国教学ノ現状ニ鑑ミ其ノ刷新、振興ヲ図ル方策如何」
の諮問に対し、教学刷新の中心機関の設置、実施上の方針、実施事項の３項目について答
申を出したが、その冒頭に、「我ガ教学ハ、源ヲ国体ニ発シ日本精神ヲモッテ核心トシ、
コレヲ基トシテ世局ノ進展ニ膺リ、人文ノ発達ニ随ヒ生々不息ノ発展ヲ遂ゲ皇運隆昌ノタ
メニ渇スヲソノ本義トス」と述べており１３、以後この答申に基づいた新教育理念の刷新政
策が推進された。１９３１（昭和６）年来の中国大陸における事変、更には太平洋戦争が勃発
するとこの理念はより具体的に指示され、学校教育には勤労奉仕作業が課せられた。この
教育活動こそ「至誠奉国」「盡忠報国」の教育理念の実践であると強調されたのである。
　熊本県立青年学校教員養成所も１９３５（昭和１０）年４月の青年学校の開設とともに、その
教員養成の学校としての実をあげることとなった。すなわち、青年学校の「所業および実
生活に必要な知識技能をさずけること」を目的とする教養・実技（農業等）・体育（軍事教練）
の指導担当ができる教員の育成指導が強化されることとなったのである。
　後身である青年師範学校４回生（1945年４月入学生）の１年時の履修教科は「修身・公民・
国史国勢・国語・教育学・数学・理科・体操・教練」、職業関係では「耕種・栽培環境・
畜産・養蚕・農業土木・農業経済・林産・育種・病虫害・作物」、実習では「農場実習・
実験実習」が課せられた。養成所時代においても概ね同様の教科内容であった。
　以後の時局の進展に伴い国は、戦争遂行のための教育非常措置を以下のように次々と構
じていった１４。
・1938年６月５日　文部省通牒・学徒の集団勤労作業運動の推進
・1940年６月　　　学徒報国隊の結成（1941年８月に文部省訓令により隊組織として強化）
・1941年２月８日　文部厚生次官による「青少年学徒の食料飼料増産運動の実施に関す
　　　　　　　　　る通牒」（この中で動員という戦時語を使用）
・1941年１１月２２日　国民勤労報国協力令公布（国民皆働の食糧増産等）
・1943年１０月１２日　閣議において「教育ニ関スル戦時非常措置方策」決定
・1944年８月２３日　学徒勤労令・女子挺身勤労令公布
・1945年５月２２日　戦時教育令公布
　教員養成所においても、こうした教育施策の中で学業よりも食糧生産活動の農業実習が
推進され、午前中は教科指導、午後は農業実習（耕作・蒔種・除草・施肥・収穫等）や畜産
実習の実践的教育活動が行われた。特に教育理念である師弟同行の魂の教育実践は伝統的
に引き継がれ、農業教員養成の中核となった。
　また、戦中の青年教育に求められた教練（軍事訓練）では、柔道・剣道とともに銃剣術
の訓練があり、男子部では多くが有段者となって対外試合等でも好成績をあげている。銃
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剣術の訓練では、学校に配属された軍人等からの直接指導を受けた。
　１９３５（昭和１０）年４月の熊本県立青年学校教員養成所への改称後、組織等の充実等が次
のように実施された１５。
・1938年３月１４日　熊本県令第１１号により女子部設置（修業年限２年、定員６０名）
・1938年５月２８日　熊本県令第３１号により臨時教員養成所設置（修業年限１年）
・1938年１０月２０日　創立２０周年記念及び改築落成記念式典
・1939年２月１１日　所内に「養正塾」新築落成式
・1944年３月３１日　熊本県立農業学校の附設から独立して校地校舎を新築移転（出水町長
　　　　　　　　　　溝２８番地）
・1944年３月３１日　代用附属の田迎青年学校を廃止
・1944年５月１１日　代用附属に熊本市立第三青年学校を指定
　戦雲急を告げる１９４４（昭和１９）年４月１日、勅令第１０９号による師範学校令の改正に伴
い、　教員養成所は官立に移管され、「熊本青年師範学校」（修業年限３年、１学級定員４０名、
男子部・女子部）と改称した。
　このことは、１９４３（昭和１８）年１月の師範教育の要旨の発表、翌１９４４（昭和１９）年２月の
勅令第８１号による師範教育令の改正によって根本改革が推進されることとなり、学科課程
を専門学校程度に高めるものとなった。
　この改正は第二十条において「青年師範学校ハ皇国ノ道ニ則リテ青年学校教員タルベキ
者ノ錬成ヲ為スヲ以テ目的トス」と定めており、同年３月の文部省令第１１号においては次
のよう規定されていた１６。

第一条　青年師範学校ニ於テハ教育ニ関スル勅語ヲ奉戴シ師範教育令第二十条ノ本旨ニ基キ
左ノ事項ニ留意シテ生徒ヲ教育スベシ

　　一、国体ノ本義ヲ明ニシ教学ノ本義ヲ体得セシメ皇国ノ道ノ先達タル習練ヲ積ミ至誠盡
忠ノ精神ニ徹セシムベシ

　　二、学行ヲ一体トシ心身ヲ習練セシメ青年錬成ノ重キニ任ズベキ徳操識見及実際的指導
力ヲ体得セシムベシ

　　三、文武一如ノ精神ニ基キ修文錬武質実剛健ノ風ヲ振励シ礼節ヲ尚ビ責任ヲ重ンジ勤労
力行ニ徹スル気風ヲ作興スベシ

　また、官立移行の諸問題について前年度には、全国青年学校教員養成所同窓会連盟にお
いても緊急協議が行われ、制度改革に対する具体的研究（養成所の昇格問題、師範学校併設
への反論、教員配置等）が実施された１７。

２　戦時下の学生たち
（１）学徒動員
　太平洋戦争が始まった１９４１（昭和１６）年１２月以降、学生・生徒たちは学業を中止して勤
労奉仕活動に従事した。本校では農村動員（県下各地で宿泊して農作業を手伝う勤労奉仕）が
中心であったが、そのほか以下のような活動記録が見られる。

・菊池勤王農兵隊（1945年４月結成、合宿しての規律訓練と食糧増産活動、１２～１３歳を対象に
全県で約１，０００名）の指導者として参加。県の土木事業（道路・湖沼の造成点検、測量設計、
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潅漑工事等：天草・葦北郡等）に嘱託として奉仕。学生機甲訓練（市内専門学校生対象・各
学校１０名選抜・自動車操縦訓練）１８

・満州国建設勤労奉仕（1940年５～７月：北満州開拓移住地の熊本村を訪問し奉仕活動。1941
年５～８月：黒龍江省東陽村開拓団を訪問し開拓事務等の奉仕活動）１９

・工場動員（女子部１・２回生、名古屋市「三菱航空機製作所」）
　１９４４（昭和１９）年１２月に２年生、翌年１月に１年生は、それぞれ熊本市藤崎八旛宮で壮行会・
祈願式を挙げて出発、満員列車で現地名古屋市に到着。宿舎は駅近くの元料亭の万梅寮、勤
務は事務関係で、場所は空襲のために分散され本校の学生は栄町の松阪百貨店８階。その後
連日の空爆から避難して安城市の寺院に移動。工場の機能の低下もあって、２年生は１９４５
（昭和２０）年３月卒業を前に帰校。１年生も８月５日に動員を終結して帰校。２０

　特に、女子部の名古屋工業地帯での勤労動員は、日々の空襲と食糧事情に耐え忍ぶ窮乏
生活であった。出発にあたっては「遺髪」を我が家に送付しての参加であったことなど、
戦中の悲惨な現実が語られている。
　また、在校生の食糧増産のための農村への勤労動員や軍事施設等での活動は、教育の体
験学習としての実績はあったが、交通事情や食糧事情が悪化する社会不安の中での教育活
動であった。
（２）軍隊への入隊
　１９４３（昭和１８）年９月に徴兵令の在学徴集延期措置（在学中は２３歳まで兵役免除）がとられ
たが、戦争の激化により翌１０月には「在学徴集延期臨時特例」が公布され、大学・専門学
校在学中の２０歳以上の文科系学生（教員と理工系を除く）に召集令状が出された。同月２１日
には、学徒出陣の名のもとに東京・明治神宮外苑競技場で「出陣学徒壮行会」が挙行され
ている。更に１２月には徴兵年齢が１９歳に引き下げられ、終戦までに１０万人以上の学徒が軍
隊に入隊動員された。本校での軍隊への各人の入隊状況には次のような例が見られる。
　①召集の場合
・１９４５（昭和２０）年５月に徴兵検査、７月に２名が鹿児島・知覧飛行場基地へ。７月に小
倉の陸軍高射砲隊へ。７月に熊本の陸軍十六部隊へ。７月に佐世保の海軍基地へ。２１

　②志願による入隊の場合
　徴兵延期の撤廃により、在学中の学生・生徒が陸海軍の士官候補養成機関（陸軍特別
甲種幹部候補生・予備士官学校、特別操縦見習士官、海軍飛行専修予備学生等）に志願するこ
とになった。
　本校では、１９４４（昭和１９）年７月に陸軍特別操縦見習士官に５名合格して埼玉県の熊
谷飛行学校の軽井沢教育隊に入隊。同年９月に久留米第一陸軍予備士官学校に入校。
１９４５年１月に陸軍特別甲種幹部候補生に合格し千葉・松戸の陸軍工兵学校に入校、同年
５月１日に熊本予備士官学校に特別甲種幹部候補生として入隊後、岡山・津山陸軍士官
学校に入校２２。

（３）体験学習
　①宿泊をともなう研修
・１９４１（昭和１６）年３月に女子部２回生が菊池伝習農場で野菜栽培、馬耕訓練。１９４３（昭
和１８）年８月に男子部１回生が佐世保軍港において駆逐艦に乗船し艦内訓練。
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　②本校の学生寮
・１９３９（昭和１４）年竣工の養成塾、１９４２（昭和１７）年竣工の託麻寮、１９４５（昭和２０）年設置
の白山寮における集団宿泊訓練２３。

（４）空襲
　本県における米軍の空襲は、１９４４（昭和１９）年１１月２１日の熊本市花園町への５００キロ爆弾
の投下が始まりである。以後翌年から終戦まで、県下各地の市町村の工場や住宅地は空爆
と機銃掃射におびえる日々が続いた。
　本校の被爆は、県下最大の焼夷弾投下により熊本市街地の大半が焼失した１９４５（昭和２０）
年７月１～２日の大空襲と８月１０日の米軍戦闘機等による機銃掃射による被害がある。
　７月１日夕刻からの熊本大空襲の折、本校では臨時教員養成科男子学生の校内合宿訓練
を実施中であった。全員が被弾した校舎施設等の消火活動にあたって火災防止に活躍し、
女子寮の学生と職員を含めた全員が無事に２日の朝を迎えた。
　８月１０日正午頃の米軍グラマン戦闘機等による学校一帯の建造物への機銃掃射では、農
場で作業中の学生等には被害がなかったが、校舎内にいた男子生徒１名が被弾し、救急病
院に搬送され手当を受けた。
　８月９日の長崎への原爆投下では、校庭から多くの学生たちが原爆雲を金峰山左側に遠
望して、新型爆弾の投下に不安と心配を語り合った。
　また、職員・学生の中には、自宅等の被災や交通機関の不通のため自宅との連絡がとれ
ない者もおり、戦争末期には悲惨な戦災の状況を見聞することが多かった２３。
（５）そのほかの戦中の学生生活
　１９４５（昭和２０）年４月入学の学生たちの生活の様子を見てみると、通学に関して遠隔地
の学生は市内の親戚知人宅や下宿・女子寮を利用した。国鉄・私鉄の通学乗車券を使用し
ていたが、列車ダイヤ等の混乱が多かった。
　服装では、男子は入学前の中等学校制服とカーキ色（国防色と称した）の戦闘帽、履物は
地下足袋が主で、カバンは布製の手作り、教材教具は不足していた。女子は着物生地のモ
ンペ服に下駄か地下足袋姿、防空頭巾と救急袋を常時携帯していた。
　持ち物として腕時計は、高価なものより堅牢な品物が好まれた。万年筆は貴重品で、学
習用の辞書・書籍・ノート等極めて不足していた。
　昼食の弁当は食糧の窮乏がひどく持参困難で、学校畑で収穫した甘薯を煮たきして供給
したほか、収穫した野菜類、南瓜・甘薯・豆類等の配給分配でしのいだ。
　余暇の過ごし方としては、学校近くの江津湖での水遊びか市内の散策程度がわずかに許
されるものであった２４。

　第３節　戦後の教育改革と学校

　１９４５（昭和２０）年８月１５日、戦争終結の詔書が発表された。学生も職員も夏期休暇中で
あったが、交通機関の混乱の中を登校したところ、運動場等では軍事教練関係の物品（武
道着や銃剣術の道具等）、書籍・書類等が焼却されていた。
　空襲の警報もなく平穏な街中の雰囲気であったが、将来への不安と日々の生活難には虚



45第１編　文教の地・熊本の歴史と風土

脱したものが感じられた。
　文部省は同日、訓令第５号「終戦ニ関スル件」を発し各地方長官に対して教学の再建を
要望、９月１５日には「新日本建設ノ教育方針」を発表し戦時教育体制の終止を通知した。
　以後、学徒勤労動員令の解除、戦時教育令の廃止、学徒軍事教育及び戦時体練並びに学
校防空関係廃止の訓令、更に銃剣道及び教練、武道の禁止等が訓令として通知された。
　連合国軍による占領政策の大要は、この年の１０月から１２月にかけて日本政府に指令が出
されている。教育関係では、１０月２２日ＧＨＱ指令「日本教育制度ニ対スル管理政策」（教育
内容、教育機関関係者・教職員等、教育課程の技術的内容）があり、教職員等の教職適確審査
制度の実施、神道による教育の排除、修身・日本歴史・地理学習の停止が指示された。
　１０月２日の連合国軍最高司令官総司令部（ＧＨＱ）の東京設置と占領政策の施行、そして
１０月５日の熊本市への進駐まで県市町村の行政全般の混乱も見られたが、県は文部省等訓
令を受けて、「復員学徒、軍隊諸学校の出身者・生徒等の学校復帰並に編入学実施要領」「銃
剣道、教練の廃止」「青年団体の設置要領」等を公布した２５。
　本校では、青年学校の存続等に疑問があることから教員養成機関としての将来は…と苦
慮する学生たちがいたが、教育行政（文部省）からの具体的指示と指導が不明のままの日々
が続いた。
　翌１９４６（昭和２１）年３月、下記の例に見るように女子部２回生と臨時教員養成所８回生は
それぞれ卒業して県下の青年学校の教諭・助教諭として赴任、また、兵役に従事していた
同窓生も前任校に帰任若しくは所属学年に復帰した２６。一方、１９３８（昭和１３）年度に設置さ
れ、８回の卒業生を送り出した県立青年学校教員臨時養成所（修行年限１年）は廃止された。
①陸軍特別甲種幹部候補生として松戸陸軍工兵学校に入校。入校まで３ケ月、葦北郡吉
尾青年学校に勤務。久留米予備士官学校所属、終戦で９月２５日帰郷。前任校の吉尾青
年学校に復職する（師範男・１回生　葦北町）
②昭和２１年４月　宇城教育事務所管内の豊野村立豊野青年学校助教諭として赴任。普通
科・本科の二科制、生徒数約１００名教職員９名、教科担任制の授業を担当する。（養成
所男・８回生　宇城市）

　１９４７（昭和２２）年４月、教育制度の改革により「六・三・三・四」の新学校制度が発足し
たことにより「青年学校」の制度は廃止された。勤労青少年に対する職業教育はその後社
会教育の分野である「青年学級」として法制化され、１９５３（昭和２８）年８月に「青年学級振
興法」が制定公布された。
　制度の廃止決定により県下の青年学校に所属していた職員等は、残務整理の校務ととも
に新制中学校の開校準備にあたるなど、新らしい教育の体制づくりにあたった。
　本校では１９４７（昭和２２）年１０月に教育実習学校として熊本市立出水中学校（県立商業学校
内の校舎）を指定し、男子部４回生及び女子部３回生が教育実習を行い中学校教諭への道
を設定した。また、卒業までに各学生の出身郡市の中学校に依頼して地方教育実習も実施
した。
　この教育実習の指導担当教科については、本校の教科履修科目の主なものは男子部は農
業科、女子部は家庭科であったためこの科目に集中した。しかし、農業関係学校以外の普
通中等学校出身者はそれぞれ他の教科を選定し、教材研究等の指導を受けた上で授業を担
当するなどして実習の内容を充実させた。
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　学制の改革に伴い教員養成機関がどのような形態をとるか、それが具体的になるのは
１９４９（昭和２４）年の「教育職員免許法」の公布以後である。このことは我が国の教員養成に
とって、画期的な意義（第１に教員養成機関が大学に昇格したこと、第２に免許状の授与権が
文部省から都道府県教育委員会の権限となり、学識に対する証明の責任が大学となったこと）を
持つこととなった２７。
　１９５０（昭和２５）年５月、この免許法が施行されるにあたり、本校卒業生は新免許状の申
請では農業科・家庭科以外の教科も取得することができた。
　これより前の１９４８（昭和２３）年６月、文部省は国立大学設置１１原則を発表した。翌１９４９
（昭和２４）年５月３１日の法律第１５０号「国立大学設置法」公布により熊本総合大学の開校が決
定し、９月１日に国立熊本大学第１回入学式が挙行された。
　本校は、この年の６月１日付で「熊本大学熊本青年師範学校」と改称し、翌１９５０（昭和
２５）年３月４日に創立３０周年記念式典を挙行するとともに、永年勤続者及び功労者を表彰
した。
　そして１９５１（昭和２６）年２月１９日、本校の閉校式を行い、３月３１日に熊本大学教育学部
に校地校舎を移管した。こうして熊本農業教員養成所設立以来の３１年間に約１，５００名の卒
業生を送り出した本校は、勤労青年教育のための教員養成機関の歴史を閉じた。
　本校が大正から昭和初期までの青年学校教員養成所等の教育指針と伝統受け継ぎ、青年師
範学校となって７年間であったが、青年教育の教員養成機関として本県教育界には果たした
ことは意義があったといわれ、『熊本県史　近代編』には次のように記載されている２８。

（熊本青年師範学校は）終戦近くになって官立になったために、その校舎設備を充実し、教授
陣を強化することができず、所期の目的を果たす機会に恵まれなかった。
　しかし、勤労青年に教育の機会をあたえ、実地の生活をつうじて職業教育を行うという考
え方と態度が、強い意志としてこの学校の卒業生にうえつけられたことは、記憶されるべき
ことである。

　本校の開所から閉校までの卒業生の総数は１，４９７名で、内訳は次のとおりである２９。
・熊本農業教員養成所　１６名
・農業補修学校教員養成所　２９２名
・実業補修学校教員養成所　９３名
・青年学校教員養成所男子部　２３９名、同女子部　１３８名
・青年学校教員養成所（臨時教員養成科）　１１２名
・青年師範学校男子部　２５７名、同女子部　１７５名
・青年師範学校臨時教員養成科　１７５名

　注

１　松下丈夫『近代日本教育史』（明治図書出版、１９４９年）１６２～１６３ページ
２　『熊本県史　近代編第二』（熊本県、１９６２年）６５５～６５６ページ
３　『熊本県教育史　下巻』（熊本県教育会、１９３１年）９５６ページ
４　『熊農百年史』（熊本県立農業高等学校「南園会」、１９９８年）１７２ページ
５　『創立百周年記念誌』（熊本大学教育学部・同窓会、１９７４年）１１９・１９６～１９７ページ
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６　前掲『近代日本教育史』２４５ページ
７　前掲『熊本県教育史　下巻』１０９３～１０９４ページ
８　前掲『創立百周年記念誌』１９９ページ
９　『新熊本市史　史料編第七巻　近代Ⅱ』（熊本市、１９９９年）８７７～８７８ページ
１０　『熊本県史　近代編第四』（熊本県、１９６３年）４９８～４９９ページ
１１　『豊野村史』（豊野村、１９９１年）５０２～５０３ページ
１２　『長洲町教育沿革誌』（長洲町教育委員会、１９６６年）３２ページ
１３　前掲『近代日本教育史』２５３ページ
１４　『大日本青少年団史』（日本青年館、１９７０年）６２４～６２６・８９７ページ
１５　前掲『創立百周年記念誌』１９０ページ
１６　前掲『創立百周年記念誌』２０６～２０７ページ
１７　「官立移行資料（１）」（教育学部同窓会事務局保管、１９４３年）、「同（２）」（１９４３年）
１８　面接　師範男・３回生・天草市（２０１１年７月２９日）、同山鹿市（２０１１年７月２６日）、書簡
　師範男・２回生・八代市（２０１１年８月７日）、同１回生・五和町（２０１１年８月７日）

１９　森川渡『熊本青年師範学校史』（熊本日日新聞情報文化センター、１９９１年）養成所１６年卒・
男・熊本市（１２３ページ）、養成所１７年卒・男・熊本市（１３３ページ）

２０　前掲『熊本青年師範学校史』師範女・２回生・宮原町（１５６ページ）、書簡　師範女・２回
生・熊本市（２０１１年７月９日）、同伊集院町（２０１１年７月１１日）、同１回生・荒尾市（２０１１
年７月１１日）、面接　師範女・１回生・荒尾市（２０１１年９月９日）、書簡　師範女・２回生・
宮原町（２０１１年９月３０日）

２１　『江津の詩』昭和２３年３月卒（師範４回生）同級会事務局、１９９６年）７・３３・３４ページ
２２　面接　師範男・１回生・熊本市（２０１１年７月２８日）、書簡　師範男・１回生・熊本市（２０１１
年７月１２日）、同２回生・八代市（２０１１年８月７日）、同１回生・玉名市（２０１１年８月１０
日）、前掲『熊本青年師範学校史』師範男・３回生・あさぎり町（１７３ページ）

２３　前掲『熊本青年師範学校史』養成所１７年卒・女・玉名市（１３８ページ）、師範男・１回生・
熊本市（１４４ページ）、養成所１９年卒・女・熊本市（１５０ページ）

２４　前掲『江津の詩』（空襲）１・１５・２２・２７・３６・３８・３９ページ。同（生活）５８ページ
２５　『熊本県教育行政史　第一巻（一）』（熊本県教育委員会、１９９３年）３～８ページ
２６　前掲『熊本青年師範学校史』１４６～１４７ページ、書簡　養成所男・第８回・宇城市（２０１１年
８月２０日）

２７　『熊本県史　現代編』（熊本県、１９６４年）６４６ページ
２８　『熊本県史　近代編第四』（熊本県、１９６３年）４９５ページ
２９　「同窓会名簿」（熊本大学教育学部同窓会、２０１１年）１０３～１１５ページ
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